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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  1,360,516  1,173,332  568,913  314,521  289,898  -  134,465 52,719 

1 R3 単 －
ＩＣＴ等活
用事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 32,450 22,636 22,636 9,814 

①行政事務のデジタル化を進め、利便性の向上と新型コロナウ
イルス感染症の拡大防止対策を兼ねて実施することを目的とす
る。
②委託料
③
・委託料
　木更津市ＤＸ推進運営支援業務委託　14,619,000円
　行政事務のデジタル化推進事業　17,831,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
子育てや介護等の26手続きのオ
ンライン化を目標とする。

ＨＰ R4当初（地）

2 R3 単 － 庁舎内感染
症対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,230 2,230 2,230 - 

①市庁舎において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図
るために必要な用品を購入する。
②消耗品費、備品購入費
③
・消耗品費　計543,360円（544千円）
　アルコール消毒液　10,000円（1箱20L）×20箱×1.08＝216,000
円
　ペーパータオル　2,460円（1箱30パック200枚入）×10箱×1.1
＝27,060円
　次亜塩素酸水　42,000円（1箱20L）×6箱×1.1＝277,200円
　使い捨て手袋　2,100円（1箱300枚入）×10箱×1.1＝23,100円
・備品購入費　計1,685,200円（1,686千円）
　吸音パネル　76,600円×20セット×1.1＝1,685,200円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3

会議室内の音響環境を整え、テレ
ビ会議システムやリモートワーク
の積極的な活用を促し、職員間の
接触機会を減らすことで庁舎内に
おけるクラスター発生数を０件に
する。

ＨＰ R4補正（地）

3 R3 単 －
災害用備蓄
用品購入事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 22,011 22,011 22,011 - 

①大規模災害時に避難所を開設したときに最大約48,000人が
避難所へ避難することから、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策として常設トイレの密状態を避けるために仮設の
集合トイレを購入する。
②備品購入費
③
・備品購入費
　仮設集合トイレ　1,667,500円×12台×1.1＝22,011,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3

災害用トイレ数の設置数は、30人
あたり1個とし、1,600個を目標とす
る。
既設置数　1,434個
・組立式簡易トイレ　1,414個
・簡易トイレ　20個
当該事業による設置数
・仮設集合トイレ　180個（15個×
12セット）
合計設置数　1,614個

ＨＰ R4補正（地）

4 R3 単 －
災害用備蓄
倉庫建設事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 7,095 7,095 7,095 - 

①新型コロナウイルス感染症への対策に係る備蓄用品の保管
場所が不足しているため、新たな保管場所を設置し、避難生活
に必要な物資を迅速に避難所へ供給する。
　(１)　設置場所及び用途並びに延床面積
　　　・金田地域交流センター（災害用）　8.16㎡
　　　・八幡台公民館（災害用）　8.16㎡
　　　・清見台コミュニティセンター（危険物）　8㎡
　(２)　保管する備蓄用品
　　（金田・八幡台）
　　　・マスク　10,000枚
　　　・手指消毒用容器　段ボール2箱分
　　　・フェイスシールド　段ボール2箱分
　　　・避難所用間仕切り　30張
　　　・災害時用集合トイレ　2張（約2㎡）
　　（清見台）
　　　・手指消毒用アルコール　400L
②工事請負費
③
・工事請負費
　災害用備蓄倉庫建設工事（2箇所）1,100,000円×2箇所×1.1
＝2,420,000円
　危険物倉庫建設工事（1箇所）4,675,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
災害時における新型コロナウイル
ス感染防止対策の備蓄倉庫の設
置数を合計３箇所にする。

ＨＰ R4当初（地）

5 R3 単 － 避難所環境
整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,508 2,508 2,508 - 

①避難所を開設したときに多くの避難者が避難することから、新
型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、換気を十分に
行い、高温による体調不良等を防ぐため大型冷風扇を購入す
る。
②備品購入費
③
・備品購入費
　大型冷風扇　228,000円×10台×1.1＝2,508,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
多くの避難者が避難することが想
定される避難所２箇所に合計10台
の大型冷風扇を導入する。

ＨＰ R4補正（地）

6 R3 単 －

防災行政無
線情報伝達
体制整備事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 6,490 6,490 6,490 - 

①消防本部の防災行政無線遠隔制御装置を複数メディア対応
に更新することで災害情報や避難情報を市民に的確に案内す
ることにより、避難所における新型コロナウイルス感染症の集団
感染を防止するために３密状態の回避を図ることを目的とする。
②工事請負費
③
・工事請負費
　防災行政無線（同報系）遠隔制御装置更新工事　6,490,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
複数メディア対応できる防災行政
無線遠隔制御装置の設置箇所を
１箇所から２箇所にする。

ＨＰ R4補正（地）

7 R3 単 －
市街地循環
バス運行事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 14,718 13,321 13,321 1,397 

①ウィズコロナ、ポストコロナにおける地域公共交通の面的な再
構築と持続可能な地域公共交通体系の整備を図るため、既存
の路線バスの再編を検討するための実証運行を実施する。
②印刷製本費、手数料、委託料
③
・印刷製本費
　市街地循環バス周知ポスター印刷製本費　130,000円
・手数料
　アクアコイン換金手数料　1,164円
・委託料
　市街地循環バス運行委託料　14,586,000円
・運賃収入
　市街地循環バス運賃収入　1,397,100円
④地方公共団体

－ － － － R4.8 R5.3

以下のとおり実証実験を行い、実
証実験で得られた移動ニーズを
踏まえ、本格運行に合わせて既存
の路線バスを再編し、収支を改善
する。
運行期間：令和４年11月～令和５
年１月
路線数：１路線
運行日：毎日
運行時間：午前９時～午後５時
運行便数：両周り５便（計10便）

ＨＰ、広報紙、ポスター、チラシ R4補正（地）

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

568,913                                                                              

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

-                                                                                                                                            

267,229                                                                      

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付対象経費

-                                                                               

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

千葉県

木更津市

12206

企画部企画課

佐久間　智之

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

314,521                                                                              

314,521                                                                              

-                                                                                      

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                               

個人を対象
とした給付

金等

1,065,054                                                                                                                                 

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

-

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

507,027                                                                                                                                   

1,170                                                                                                                                      

290,798                                                                                                                                   

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

96,932                                                                                                                                     

290,798                                                                      

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                               

-                                                                               

★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

070-7054-7029 408,925                                                                                                                                   

kikaku@city.kisarazu.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

289,898                                                                              

-                                                                                      

289,898                                                                              

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

267,229                                                                                                                                   

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                      

地方単独事業費 -                                                                                      

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                               

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

267,229                                                                      

配分予定額計 1,065,054                                                                    

64,385                                                                               

-                                                                               

507,027                                                                      

504,528                                                                              

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

290,798                                                                      

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                      

507,027                                                                      
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

8 R3 単 － 行政ポイント
推進事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 2,273 2,273 2,273 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響下においても、歩くことによ
る運動の習慣化を図るため、１日8,000歩以上歩いた者に対し、
行政ポイントを付与することにより１日に行うべき身体活動量の
確保を図る。
②報償費
③
・報償費　計2,272,404円
　電子地域通貨「アクアコイン」アプリである健康支援サービス
「らづFit」において歩数目標を達成した者へポイントを付与す
る。
　日次ポイント付与分　2,146,870円
　月次ポイント付与分　125,534円
④「らづFit」登録者

－ － － － R4.4 R5.3
・らづFit登録者数5,100人
・目標歩数達成率（1日8,000歩）年
平均48.5％

ＨＰ、広報紙 R4当初（地）

9 R3 単 －

金田地域交
流センター
自習ワーク
スペース整
備事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 4,785 4,785 4,785 - 

①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として３密に配慮
した自習ワークスペースを整備することで、市民の多様な働き方
に対応し、市民の働く環境を整えることを目的とする。
②工事請負費、備品購入費
③
・工事請負費　防犯カメラ一式　計495,000円
　機器代　272,300円×1.1＝299,530円
　工事費　177,700円×1.1＝195,470円
・備品購入費　自習ワークスペース整備に伴う備品一式　計
4,290,000円
　ワークテーブル一式　753,040円×1.1＝828,344円
　飛沫防止パネル（対面）　16,750円×6枚×1.1＝110,550円
　飛沫防止サイドパネル　15,200円×10枚×1.1＝167,200円
　オフィスチェアー　72,410円×12脚×1.1＝955,812円
　パーソナルロッカー一式　415,010円×1.1＝456,511円
　ソファ一式　682,820円×1.1＝751,102円
　パーソナルテーブル　51,100円×6台×1.1＝337,260円
　パーテーション　53,720円×4枚×1.1＝236,368円
　施工費一式　94,510円×1.1＝103,961円
　搬入・諸経費　311,720円×1.1＝342,892円
④金田地域交流センター

－ － － － R4.7 R5.3 施設稼働率の目標を25％とする。 ＨＰ、広報紙、ＳＮＳ R4補正（地）

10 R3 単 －

市民活動支
援センター
新型コロナ
ウイルス感
染症対策事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 746 746 746 - 

①オンラインに対応した施設運営を図ることで、新型コロナウイ
ルス感染症の感染防止対策を講じるとともに施設の利便性の向
上を図る。
②備品購入費
③
・備品購入費　合計745,492円
　　オンライン会議周辺機器　計120,692円
　　　会議用カメラ　16,830円×1台×1.1＝18,513円
　　　会議用マイク内蔵スピーカー　52,250円×1台×1.1＝
57,475円
　　　スクリーン　40,640円×1台×1.1＝44,704円
　　感染症対策用品　計624,800円
　　　卓上パーティション　16,300円×33枚×1.1＝591,690円
　　　非接触体温計　30,100円×1台×1.1＝33,110円
④市民活動支援センター

－ － － － R4.7 R5.3
オンラインに対応した施設運営を
図ることで、施設稼働率の目標を
前年度比で110％とする。

ＨＰ R4補正（地）

11 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策事
業（市立保
育園）

通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 560 560 560 - 

①新型コロナウイルス感染症の感染予防を行い、幼児、職員等
の保育園生活の安全対策を図る。
②備品購入費
③
・備品購入費
　哺乳瓶用熱風消毒保管庫2台　560,000円
④市立保育園（桜井、わかば）

－ － － － R4.7 R5.3

哺乳瓶用熱風消毒保管庫を各園
に１台ずつ購入し、哺乳瓶の熱風
消毒を行うことで、園内におけるク
ラスター発生数を０件にする。

ＨＰ R4補正（地）

12 R3 単 － 保育園トイレ
改修事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,847 1,847 1,847 - 

①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策のため職員用トイ
レを和式便器から洋式便器に改修することで、飛沫を防止し感
染対策の強化を図る。
②工事請負費
③
・工事請負費　計1,846,900円
　桜井保育園２箇所　1,287,000円（税込）
　わかば保育園１箇所　559,900円（税込）
④市立保育園（桜井、わかば）

－ － － － R4.7 R5.3

各園の職員用トイレ３箇所を和式
便器から洋式便器に改修すること
で、園内におけるクラスター発生
数を０件にする。

ＨＰ R4補正（地）

13 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策事
業（検診・健
診会場）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 900 900 900 - 

①各種の検診や健診で「新しい生活様式」に基づく新型コロナウ
イルス感染症対策がより一層必要となるため、感染症予防の消
耗品や備品を購入し、感染防止対策の強化を図る。
②消耗品費
③
・消耗品費　計899,320円
　アルコール消毒液　820円×135個×1.1＝121,770円
　清掃用アルコール（詰替用）15,000円×2個×1.1＝33,000円
　マスク（健診・検診用、教室用）1,000円×74個×1.1＝81,400円
　アルコールタオル（健診・検診用、足ふき詰替用）1,210円×2個
×1.1＝2,662円
　アルコールタオル（健診・検診用、詰替用）1,047円×5個×1.1
＝5,759円
　ペーパータオル（健診・検診用、教室用、1セット42パック）3,696
円×3個×1.1＝12,197円
　ペーパータオル（健診・検診用、教室用、1セット5パック）485円
×2個×1.1＝1,067円
　フェイスシールド　1,500円×64個×1.1＝105,600円
　医療用手袋（健診・検診用）1,500円×310個×1.1＝511,500円
　ポリ手袋（健診、教室用）1箱（100枚）175円×4個×1.1＝770円
　ポリ手袋（健診、教室用）1セット（10箱）1,650円×13個×1.1＝
23,595円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策を徹底し、検診（健診）会
場内のクラスター発生数を０件に
する。

ＨＰ R4当初（地）

14 R3 単 －

自宅療養者
に対する食
料等配布事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 23,980 23,980 23,980 - 

①新型コロナウイルス感染者の増加に伴い、医療提供体制が
ひっ迫し、自宅療養者が増加している状況を鑑み、自宅療養者
のうち申請があった者へ食品等を配布する。
②消耗品費、委託料
③
・消耗品費
　自宅療養者に対する食料品等　16,866,334円
・委託料
　食料配布の業務委託料　7,113,000円
④新型コロナウイルス感染症罹患の自宅療養者

－ － － － R4.4 R5.3

新型コロナウイルス感染症の自宅
療養者に対して、きめ細やか支援
を行うため食料等の配布を行う。
（１日20件を見込み、5,640件を配
布する。）

ＨＰ R4補正（地）

15 R3 単 －

スポーツに
よる地域活
性化推進事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 2,000 2,000 2,000 - 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大による市民の運動不
足やストレスの解消、また運動の継続性を高めることを目的に
市内施設や魅力あるスポットをサイクリングやランニングで巡る
スポーツイベント事業に取り組み、市民が日常的にスポーツに
親しみ、スポーツ活動に参画できる環境づくりを推進し、ライフス
テージに応じた元気でいきいきと暮らす活力あるまちづくりの実
現をめざす。
②委託料
③
・委託料
　スポーツイベント委託料　1,818,000円×1.1＝1,999,800円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3 週１回以上のスポーツ実施率
65％を目標とする。

ＨＰ R4当初（地）

16 R3 単 －
木更津ス
ポーツフェス
タ事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 4,005 4,005 4,005 - 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大による市民の運動不
足やストレスの解消、また運動の継続性を高めることを目的に
市内施設等でスポーツを楽しむ機会の提供とスポーツ選手との
交流を通じて、地域のスポーツ活動の促進を図るとともに、ス
ポーツを通じて元気でいきいきと暮らす活力のあるまちづくりの
実現を図る。
②消耗品費、委託料
③
・消耗品費　計4,400円（5千円）
　チーム分け用はちまき　1,000円×4本×1.1＝4,400円
・委託料　計3,999,600円（4,000千円）
　イベント委託料（企画運営、会場手配、チラシ制作・印刷、アス
リート講師派遣）一式　3,636,000円×1.1＝3,999,600円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3

日常的にスポーツを行っていない
小学生やその保護者を中心に参
加を促し、週１回以上のスポーツ
実施率65％以上を目標とする。

ＨＰ、広報紙、募集チラシ、市内小
学校への告知

R4当初（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

17 R3 単 －

高齢者見守
り等デジタ
ルサービス
携帯端末導
入事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 9,460 9,460 9,460 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により別居家族が高齢の
両親等への訪問が減ったため、スマートフォン等の通信機器を
所持していない高齢者世帯にタブレット機器を利用する機会を
提供することにより、別居家族等との相互通知による遠隔見守
りや安否確認を行うとともに、市からのお知らせを随時発信する
ことで、高齢者のデジタルサービスの利活用を促進するととも
に、ウィズコロナに対応したデジタルサービスを用いた高齢者見
守り社会の構築を図る。
②手数料、備品購入費
③
・手数料
　SIM契約事務手数料　3,000円×200台×1.1＝660,000円
・委託料
　端末初期設定料　10,000円×200台×1.1＝2,200,000円
・備品購入費
　タブレット　30,000円×200台×1.1＝6,600,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
タブレット端末の台数を増やし、利
用者数を235人までに対応できる
ようにする。

ＨＰ、広報紙、新千葉新聞 R4補正（地）

18 R3 単 －

高齢者見守
り等デジタ
ルサービス
管理運営事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 6,372 6,372 6,372 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により別居家族が高齢の
両親等への訪問が減ったため、別居家族等との相互通知によ
る遠隔見守りや安否確認を行うとともに、市からのお知らせを随
時発信するアプリケーションソフトウェアを導入することで、ス
マートフォンやタブレット等との通信機器を用いた高齢者見守り
社会の構築を図る。
②通信運搬費、委託料
③
・通信運搬費
　通信料　108,000円×4か月×1.1＝475,200円
・委託料
　アプリ管理費他　5,360,400円×1.1＝5,896,440円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
タブレット端末の台数を増やし、利
用者数を235人までに対応できる
ようにする。

ＨＰ、広報紙、新千葉新聞 R4補正（地）

19 R3 単 －

霊園管理手
数料キャッ
シュレス収
納整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 3,410 3,410 3,410 - 

①新型コロナウイルス感染症に配慮した非接触型環境の整備
を導入し、霊園管理手数料のキャッシュレス収納整備委託を実
施する。
②委託料
③
・委託料
　霊園管理手数料キャッシュレス収納整備業務委託　3,100,000
円×1.1＝3,410,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3

霊園管理手数料納入者数（約
4,300件）のうち口座振替の割合
（約40％）を除いた10％（約250件）
の利用を見込む。

ＨＰ R4当初（地）

20 R3 単 －

木更津発
オーガニック
ブランド創出
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 500 500 500 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の抑制を
受けるなかで、木更津産農産物及びこれらを用いた加工品並び
に市内飲食店におけるブランド力を向上させることで、地産地消
を推進し、地域経済の安定化を図る。
②補助金
③
・補助金　計497,500円
　有機ＪＡＳ認証取得支援
　農産　107,500円×1件＝107,500円
　指定講習会　10,000円×39人＝390,000円
④市内生産者

－ － － － R4.4 R5.3

【令和３年度までの実績】
有機農産物：認証済11件
有機加工物：0件
オーガニックレストラン：認証済3
件
【令和４年度目標件数】
有機農産物：1件

ＨＰ R4補正（地）

21 R3 単 －
アクアコイン
普及推進事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 4,400 4,400 4,400 - 

①電子地域通貨「アクアコイン」の流通量を増加させるため、リ
アルタイム口座振替によるチャージ機能を追加し、コロナ禍にお
ける地域経済の活性化を図る。
②補助金
③
・補助金　計4,400,000円
　機能改修（リアルタイム口座振替によるチャージ機能の追加）
4,400,000円
④君津信用組合

－ － － － R4.7 R5.3 月間利用金額30,000千円（年度月
平均）を目標とする。

ＨＰ R4補正（地）

22 R3 単 －
中小企業デ
ジタル化サ
ポート事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 8,195 8,195 8,195 - 

①ポストコロナに向けた地域経済の活性化に向け、事業者に対
する事業デジタル化へのサポートを行うため、木更津市創業・産
業支援センターの相談業務を拡充するため個別相談会を実施
する。
②委託料
③
・委託料　計8,195,000円
　　ITWEBマーケティング専門家（HP・SNS等の作成活用アドバ
イスなど）への報酬（月8日×12ヶ月）
　　ビジュアルサポート専門家（HP・SNS等で使用する写真の撮
影方法、動画の撮影ノウハウの教授など）への報酬（月4日×
12ヶ月）
④木更津商工会議所

－ － － － R4.4 R5.3 専門家相談により売上が上昇した
事業者の割合を30％とする。

ＨＰ R4当初（地）

23 R3 単 － 里海アクティ
ビティ事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 8,097 8,097 8,097 - 

①ウィズコロナ及びポストコロナに対応した旅行スタイルを実現
するための観光コンテンツの構築や周知活動を広く行い、さらな
る観光客誘致を図り、魅力ある持続可能な観光地域づくりにつ
なげていく。
②補助金
③
・補助金　計8,097,000円
　○金田みたて海岸における里海体験アクティビティ事業に係る
費用　計6,734,239円
　　サップ体験アクティビティ整備費　776,116円
　　干潟観察体験アクティビティ整備費　251,838円
　　コインシャワー整備費　5,070,000円
　　レンタサイクル整備費　636,285円
　○新規アクティビティ、里海ブランドＰＲ諸経費　計1,362,761円
　　里海PR動画製作費　1,000,000円
　　ＳＮＳ広告費　362,761円
④木更津市観光協会

－ － － － R4.7 R5.3

里海体験を提供するアクティビ
ティ事業の開発、当該事業に必要
な環境整備等を行い、里海アク
ティビティ参加人数を令和３年度
実績249人から700人に増やすこと
を目標とする。

ＨＰ、ＳＮＳ、ＰＲ動画 R4補正（地）

24 R3 単 －

宅配等プ
ラットフォー
ム整備・運
営事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 500 500 500 - 

①コロナ禍によりひっ迫する飲食店経営等の対策として、WEBを
利用したデリバリー、テイクアウト等の注文専用プラットフォーム
の運用を支援する。
②補助金
③
・補助金　計500,000円
　システム利用料　33,000円×12ヶ月＝396,000円
　システム改修費　55,000円
　協議会運営経費　49,000円
④木更津市デリバリー等支援対策協議会

－ － － － R4.4 R5.3 システム利用件数の目標を295件
とする。

ＨＰ、協議会ＨＰ R4当初（地）

25 R3 単 －
小学校コン
ピュータ教
育事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 59,026 59,026 59,026 - 

①新型コロナウイルス感染症が拡大するような事態が生じても
学びの継続を確保すること、また、ＧＩＧＡスクール構想のさらな
る加速、強化等による新たな時代にふさわしい教育を実現する
ため、児童１人１台のタブレット端末を導入し、教育環境を整備
する。
②通信運搬費、委託料、使用料及び賃借料
③
・通信運搬費　計3,146,220円
　GIGA回線通信料　1,918,620円
　GIGA回線強化設定費　1,227,600円
・委託料　計44,698,800円
　GIGA保守等業務　42,058,800円
　東清小学校内LAN設置業務委託　2,640,000円
・使用料及び賃借料
　GIGA学習ソフト使用料　11,180,160円
④市立小学校18校

－ － － － R4.4 R5.3
電子黒板、授業支援ソフト等を
使った授業ができる教職員数の割
合を50％とする。

ＨＰ R4当初（地）

26 R3 単 －
中学校コン
ピュータ教
育事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 34,468 34,468 34,468 - 

①新型コロナウイルス感染症が拡大するような事態が生じても
学びの継続を確保すること、また、ＧＩＧＡスクール構想のさらな
る加速、強化等による新たな時代にふさわしい教育を実現する
ため、生徒１人１台のタブレット端末を導入し、教育環境を整備
する。
②通信運搬費、委託料、使用料及び賃借料
③
・通信運搬費　計2,097,480円
　GIGA回線通信料　1,279,080円
　GIGA回線強化設定費　818,400円
・委託料
　GIGA保守等業務　24,478,440円
・使用料及び賃借料
　GIGA学習ソフト使用料　7,891,200円
④市立中学校12校

－ － － － R4.4 R5.3
電子黒板、授業支援ソフト等を
使った授業ができる教職員数の割
合を50％とする。

ＨＰ R4当初（地）
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Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

27 R3 単 －
ＩＣＴを活用し
た家庭学習
支援事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 4,831 4,831 4,831 - 

①家庭にWi-Fi環境がない中学３年生に対し、タブレット及びモ
バイルルーターを貸与し、コロナ禍においても切れ目ない学習
環境を提供する。
②通信運搬費、委託料
③
・通信運搬費
　WIMAX使用料　1,445,070円×3ヶ月＝4,335,210円（税込）
・委託料
　サポート費用（月500円×300台）×3ヶ月×1.1＝495,000円
④市立中学校12校

－ － － － R4.4 R4.6
進路選択を控えた中学３年生全
員が、Wi-Fi環境によるオンライン
学習可能な通信環境を提供する。

ＨＰ R4当初（地）

28 R3 補 －
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部科学省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 27,350 13,675 13,675 13,675 - 

①新型コロナウイルス感染症予防や３密を回避する対策を行う
ことで、児童、職員等の学校生活の安全対策を図る。
②消耗品費、使用料及び賃借料、備品購入費
③
・消耗品費　計11,962,000円
　感染症対策消耗品等購入費（18校分）8,041,600円
　タブレット充電用ACアダプタ（18校分）3,920,400円
・使用料及び賃借料
　バス増便に係るバス賃借料（18校分）2,335,000円
・備品購入費　計13,053,000円
　電子黒板　307,500円×25台×1.1＝8,456,250円
　書画カメラ　27,969円×11台×1.1＝338,425円
　配送・設定費　41,197円×17校×1.1＝770,384円
　感染症対策及び学びの保障のための備品（サーキュレー
ター、空気清浄機、サーマルカメラ等）　3,487,941円
④市立小学校18校

－ － － － R4.4 R5.3

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策を徹底し、市立小学校内
におけるクラスター発生数を０件
にする。

ＨＰ R3補正（国）

29 R3 補 －
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部科学省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 16,500 8,250 8,250 8,250 - 

①新型コロナウイルス感染症予防や３密を回避する対策を行う
ことで、生徒、職員等の学校生活の安全対策を図る。
②消耗品費、使用料及び賃借料、備品購入費
③
・消耗品費　計7,861,000円
　感染症対策消耗品等購入費（12校分）4,678,700円
　タブレット充電用ACアダプタ（12校分）3,182,300円
・使用料及び賃借料
　バス増便に係るバス賃借料（12校分）1,667,000円
・備品購入費　計6,972,000円
　電子黒板　307,500円×13台×1.1＝4,397,250円
　書画カメラ　27,969円×12台×1.1＝369,191円
　配送・設定費　41,197円×12校×1.1＝543,800円
　感染症対策及び学びの保障のための備品（サーキュレー
ター、空気清浄機、サーマルカメラ等）　1,661,759円
④市立中学校12校

－ － － － R4.4 R5.3

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策を徹底し、、市立中学校
内におけるクラスター発生数を０
件にする。

ＨＰ R3補正（国）

30 R4 単 ○

小学校・中
学校給食賄
材料費負担
軽減事業
（単独校分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 27,818 27,818 27,818 - 

①コロナ禍において食材費等が高騰するなかで、高騰する食材
費の増額分の負担を支援し、保護者負担を増やすことなく学校
給食の円滑な実施を図る。
②賄材料費
③
・賄材料費
　小学校　給食費単価265円×191日×喫食人数3,697人＝
187,123,655円
　中学校　給食費単価320円×191日×喫食人数1,688人＝
103,170,560円
　賄材料費合計　290,294,215円

　保護者負担分給食費の9.5％相当額を支援する。
　290,294,215×0.095825＝27,817,443円
④市立小学校12校、市立中学校8校、児童生徒の保護者（教職
員等は除く）

－ － － － R4.4 R5.3

コロナ禍で高騰する食材費の増額
分について、児童3,697人分、生徒
1,688人分の保護者全員の負担軽
減を図る。

ＨＰ R4当初（地）

31 R4 単 ○

小学校・中
学校給食賄
材料費負担
軽減事業
（学校給食
センター分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 27,479 27,479 27,479 - 

①コロナ禍において食材費等が高騰するなかで、高騰する食材
費の増額分の負担を支援し、保護者負担を増やすことなく学校
給食の円滑な実施を図る。
②賄材料費
③
・賄材料費
　小学校　給食費単価265円×191日×喫食人数3,474人＝
175,836,510円
　中学校　給食費単価320円×191日×喫食人数1,829人＝
111,788,480円
　賄材料費合計　287,624,990円

　保護者負担分給食費の9.5％相当額を支援する。
　287,624,990×0.095535＝27,478,253円
④市立小学校6校、市立中学校4校、児童生徒の保護者（教職
員等は除く）

－ － － － R4.4 R5.3

コロナ禍で高騰する食材費の増額
分について、児童3,474人分、生徒
1,829人分の保護者全員の負担軽
減を図る。

ＨＰ R4当初（地）

32 R3 単 －
図書館内感
染症対策事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 260 260 260 - 

①図書館において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図
るために必要な用品を購入する。
②消耗品費
③
・消耗品費　計259,896円
　手指アルコール消毒剤　64,800円
　図書清拭用清掃除菌剤　127,010円
　図書館備品等消毒剤　11,924円
　使い捨て手袋　2,299円
　図書除菌機用　消臭抗菌剤　2,695円
　図書除菌機用　紫外線殺菌ランプ　37,730円
　非接触温度計（検温機）　7,678円
　飛沫感染症対策シート　5,760円
④市立図書館

－ － － － R4.4 R5.3

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策を徹底し、図書館内にお
けるクラスター発生数を０件にす
る。

ＨＰ R4当初（地）

33 R3 単 －
電子図書館
サービス事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 3,190 3,190 3,190 - 

①電子図書を増やすことで読書環境を充実させ、コロナ禍にお
ける在宅で過ごす時間を豊かにする。
②使用料及び賃借料
③
・使用料及び賃借料
　電子書籍　1,700,000円×1.1＝1,870,000円
　クラウド利用料　100,000円×12ヶ月×1.1＝1,320,000円
④市立図書館

－ － － － R4.4 R5.3

電子図書数を500冊増やし、コロ
ナ禍における読書の環境を充実さ
せることで、在宅で過ごす時間を
豊かにすることを目的とする。

ＨＰ R4当初（地）

34 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対策事
業（市立公
民館）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,000 1,000 1,000 - 

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策のための資材を
購入し、感染及び感染拡大への予防を徹底する。
②消耗品費
③
・消耗品費　計999,767円
　塩素系漂白剤　7,019円
　ゴミ袋　77,033円
　除菌マット用消毒液　110,175円
　スプレーボトル　209円
　雑巾　17,416円
　タオルペーパー　77,174円
　使い捨てビニール手袋　111,626円
　手指消毒用アルコール　325,151円
　ハンドソープ　52,164円
　ピアノ鍵盤用除菌剤　16,306円
　フローリングワイパー　25,567円
　フローリングワイパー用シート　30,366円
　便座除菌スプレー　34,880円
　虫よけ　114,681円
④市立公民館15館

－ － － － R4.4 R5.3

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策を徹底し、市立公民館内
におけるクラスター発生数を０件
にする。

ＨＰ R4当初（地）

35 R3 単 －
自習ワーク
スペース整
備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 493 493 493 - 

①コロナ禍における市民のテレワークを推進させるため、可動
式机を増設する。
②備品購入費
③
・備品購入費
　可動式机　44,800円×10台×1.1＝492,800円
④市立中央公民館

－ － － － R4.6 R5.3

可動式机を10台増やし、39席から
49席にすることで市民のテレワー
クを充実させ、市民の働く環境を
整え、市民の多様な働き方に対応
する。

ＨＰ R4補正（地）

36 R3 単 －
小学校図書
館システム
導入事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 17,253 17,253 17,253 - 

①コロナ禍における読書環境や学習環境の変化に対応するた
め、市内小中学校で統一された管理システムを導入し、蔵書の
一元管理を行うことで教員等の負担を軽減し、情操教育に時間
をかけることで児童の読書量を増やす。
②委託料
③
・委託料
　小学校図書館システム導入委託料　17,252,092円
④市立小学校18校

－ － － － R4.9 R4.10

児童不読率（1ヶ月のうちに本を1
冊も読まない児童の割合）
令和3年2月時点：9.9％
令和4年度末：8.9％

ＨＰ R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

37 R3 単 －
中学校図書
館システム
導入事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 11,367 11,367 11,367 - 

①コロナ禍における読書環境や学習環境の変化に対応するた
め、市内小中学校で統一された管理システムを導入し、蔵書の
一元管理を行うことで教員等の負担を軽減し、情操教育に時間
をかけることで生徒の読書量を増やす。
②委託料
③
・委託料
　中学校図書館システム導入委託料　11,366,608円
④市立中学校12校

－ － － － R4.9 R4.10

生徒不読率（1ヶ月のうちに本を1
冊も読まない生徒の割合）
令和3年2月時点：13.8％
令和4年度末：12.8％

ＨＰ R4補正（地）

38 R3 単 －

清見台コミュ
ニティセン
ター附属体
育館空調設
備等設置事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 46,312 46,312 46,312 - 

①清見台コミュニティセンター附属体育館は災害時において避
難所に指定されており、避難所として開設したときに多くの避難
者が避難することから、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
を防止するため、室内環境を適正に管理するため空調設備の
設置を行う。
②委託料、工事請負費
③
・委託料
　清見台コミュニティセンター附属体育館空調設備等改修設計
業務委託費　3,300,000円
　清見台コミュニティセンター附属体育館アスベスト調査業務委
託費　166,100円
・工事請負費
　清見台コミュニティセンター附属体育館空調設備等設置工事
費（機械設備）　40,843,000円
　清見台コミュニティセンター附属体育館空調設備等設置工事
費（電気設備）　2,002,000円
④清見台コミュニティセンター附属体育館

－ － － － R4.6 R5.3 避難所開設時におけるクラスター
発生数を0件にする。

ＨＰ R4補正（地）

39 R3 単 ○ 公共交通応
援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 10,000 10,000 10,000 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する地域公共
交通事業者に対して経営支援を行い、経営の安定化と社会機
能の維持を図る。
②交付金
③
・交付金　合計10,000,000円
　路線バス　計3,000,000円
　　1,500,000円×2事業者＝3,000,000円（日東交通、小湊鉄道）
　高速バス　計5,000,000円
　　５路線以上　2,000,000円×2事業者＝4,000,000円（日東交
通、小湊鉄道）
　　５路線未満　1,000,000円×1事業者＝1,000,000円（東京湾横
断道路サービス）
　タクシー　計2,000,000円
　　京成タクシーかずさ　1,000,000円
　　木更津合同タクシー　500,000円
　　天羽合同タクシー　100,000円
　　木更津タクシー　200,000円
　　石原タクシー　200,000円
④市内に本社または営業所を有する民間公共交通事業者

－ － － － R4.9 R5.1

市内に本社または営業所を有す
る民間公共交通事業者（8事業
者）に支援金を交付し、公共交通
網の維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ直接連絡 R4補正（地）

40 R4 単 ○
市立保育園
給食賄費負
担軽減事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 2,400 2,400 2,400 - 

①コロナ禍において食材費等が高騰するなかで、高騰する食材
費の増額分の負担を支援し、保護者負担を増やすことなく保育
園給食の円滑な実施を図る。
②賄材料費
③
・賄材料費
　保護者負担分の給食費10％相当額を支援する。
④市立保育園（桜井、わかば）、園児の保護者（ただし、保育
士、職員等は除く）

－ － － － R4.7 R5.3
コロナ禍で高騰する食材費の増額
分について、園児647人の保護者
全員の負担軽減を図る。

ＨＰ R4補正（地）

41 R4 単 ○

幼稚園・保
育施設等支
援金給付事
業（６月補正
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 34,075 34,075 34,075 - 

①コロナ禍において原油価格・物価高騰に直面している幼稚
園、保育施設等に、事業継続及び運営維持を支援するととも
に、副食費における食材費の物価高騰分を保護者に負担させ
ないようにすることを目的とする。
②通信運搬費、交付金
③
・通信運搬費
　140円×170通（案内送付・返信用）＝23,800円

・交付金　計34,050,600円
　物価高騰分（対象施設：市内認可保育施設、認定こども園、認
可外保育施設、幼稚園、学童施設）
　定員100名以上の施設　200,000円×19件＝3,800,000円
　定員100名未満の施設　100,000円×79件＝7,900,000円
　
　副食費分　4,500円（副食費）×10％（物価高騰見込割合）×
12ヶ月×4,139人（園児人数）＝22,350,600円
④保育施設、幼稚園、園児の保護者

－ － － － R4.7 R5.3

市内保育等施設（98施設）に支援
金を交付し、保育施設の事業継続
及び運営維持を図り、コロナ禍で
高騰する食材費の増額分につい
て、民間保育園の園児4,139人の
保護者全員の負担軽減を図る。

ＨＰ、対象事業者へ文書通知 R4補正（地）

42 R3 単 ○

障害福祉
サービス事
業所支援金
給付事業（６
月補正分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 5,513 5,513 5,513 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰への対応するため、障
害福祉サービス事業所を運営する事業者に支援金を交付し、事
業の継続を支援する。
②通信運搬費、交付金
③
・通信運搬費　計12,600円
　返信用　84円×150通＝12,600円
・交付金　計5,500,000円
　入所支援施設　200,000円× 6件＝1,200,000円
　グループホーム　100,000円×21件＝2,100,000円
　通所施設　50,000円×37件＝1,850,000円
　相談支援事業所　50,000円× 7件＝350,000円
④市内障害福祉サービス事業所

－ － － － R4.7 R5.3

市内障害福祉サービス事業所（71
事業所）に支援金を交付し、障害
福祉サービス事業所の事業継続
及び運営維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ文書通知 R4補正（地）

43 R4 単 ○

介護サービ
ス事業所支
援金給付事
業（６月補正
分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 15,719 15,719 15,719 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰への対応するため、介
護サービス事業所を運営する事業者に支援金を交付し、事業の
継続を支援する。
②通信運搬費、交付金
③
・通信運搬費
　案内送付及び返信用　84円×226通＝18,984円
・交付金　計15,700,000円
　定員80名以上の施設　300,000円×7件＝2,100,000円
　定員30名以上79名以下の施設　200,000円×3件＝600,000円
　定員29名以下の施設等　100,000円×55件＝5,500,000円
　上記以外の介護サービス事業所　50,000円×150件＝
7,500,000円
④市内介護サービス事業所

－ － － － R4.7 R4.10

市内介護サービス事業所（215事
業所）に支援金を交付し、介護
サービス事業所の事業継続及び
運営維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ文書通知 R4補正（地）

44 R3 単 －
ＷＥＢ会議
システム構
築事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 1,720 1,720 1,720 - 

①WEB会議システムを整備し、WEB会議を活用することにより職
員間の接触を回避し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止を図る。
②消耗品費、賃借料、備品購入費
③
・消耗品費　計269,302円
　webカメラ44個、USBスタンドマイク54個、USBハブ46個
　244,820円×1.1＝269,302円
・賃借料　計4,292,310円
　ネットワーク機器賃貸借　1,240,000円×1ヶ月×1.1＝1,364,000
円
・備品購入費　計85,800円
　スピーカーフォン　19,500円×4個×1.1＝85,800円
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.3

ＷＥＢ会議システムを整備するこ
とで、職員間の接触機会を減らす
ことで庁舎内におけるクラスター
発生数を0件にする。

ＨＰ R4補正（地）

45 R3 単 －

庁舎内感染
症対策事業
（マイクシス
テム導入）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,573 1,573 1,573 - 

①会議において録音した音声を認識し、自動で文字化する会議
録作成支援システムに連携できるマイクを整備することで、会場
における３密の回避やマイクの使い回しによる新型コロナウイル
ス感染症の感染リスクを回避することで感染症の拡大防止を図
る。
②備品購入費
③
・備品購入費
　AmiVoice用デジタル会議マイクシステム（マイク20本/セット）
　1,430,000円×1セット×1.1＝1,573,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.3
職員間の接触機会を減らすことで
庁舎内におけるクラスター発生数
を0件にする。

ＨＰ R4補正（地）

46 R3 単 －

災害用備蓄
用品購入事
業（段ボー
ル製ベビー
コット）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,717 2,717 2,717 - 

①乳児への飛沫による新型コロナウイルス感染症の感染リスク
を低減させるため、使い捨て段ボール製ベビーコットを設置する
ことで、避難者や使い回しによる乳児への新型コロナウイルス
感染症の感染防止を図る。
②消耗品費
③
・消耗品費
　ベビーコット（1セット3個×56セット）2,469,600円×1.1＝
2,716,560円
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.3

避難所に使い捨て段ボール製ベ
ビーコット168個を設置し、避難所
におけるクラスター件数を０件とす
る。

ＨＰ R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

47 R3 単 －

給食従事者
休憩室空調
設備整備事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,170 1,170 1,170 - 

①小学校の給食従事者の分散休憩を実施するため、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大防止対策として休憩室に空調設
備を整備することで３密対策を充実させ、夏期における安全、安
心な給食調理環境を確保する。
②工事請負費
③
・工事請負費　1,169,300円
④市立小学校3校（東清、祇園、八幡台）

－ － － － R4.9 R4.11 給食従事者のクラスター発生数を
0件にする。

ＨＰ R4補正（地）

48 R3 単 －
生活路線バ
ス維持対策
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 5,949 5,949 5,949 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により利用者の減少に歯
止めがかからず、路線の存続が危ぶまれる２路線（潮見線、
シーアイタウン線）を新たに補助の対象とすることで、路線の運
行を維持し、市民の生活の足を確保する。
②補助金
③
・補助金　計5,948,125円
　潮見線　5,564,973円
　シーアイタウン線　383,152円
④市内路線バス運行事業者

－ － － － R4.4 R5.2
民間公共交通事業者（1事業者）
に補助金を交付し、路線バス網の
維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ直接連絡 R4当初（地）

49 R3 単 －
口座振替受
付サービス
整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,876 2,876 2,876 - 

①新型コロナウイルス感染症の感染リスク軽減及び納税者の利便性向上を図るた
め、新たに「ペイジー口座振替受付端末機」を導入し、市税等公金の口座振替の申
込を市役所で手続きができるようにすることで業務負担の軽減を図る。
②消耗品費、通信運搬費、役務費、委託料、備品購入費、負担金
③
・消耗品費　計8,800円（9千円）
　CREPiCO口座振替受付端末用ロール紙　4,000円×2個×1.1=8,800円
・通信運搬費　計49,566円（50千円）
　CREPiCO口座振替受付端末接続基本料　1,180円×1台×2ヶ月×1.1=2,596円
　口座振替受付データ通信料　9円×150件×2ヶ月×1.1=2,970円
　CREPiCO口座振替受付端末情報管理基本料　20,000円×2ヶ月×1.1=44,000円
・手数料（導入費）　計2,481,930円（2,482千円）
　口座振替受付初期導入手数料　250,000円×9機関（ゆうちょ銀行除く）×
1.1=2,475,000円
　CREPiCO口座振替受付サービス初期登録料　6,000円×1台×1.1=6,600円
　CREPiCO口座振替受付サービス情報登録変更料　25円×（10科目＋1台＋1収納
機関）×1.1=330円
・手数料（事業費）　計82,500円（83千円）
　金融機関受付取扱手数料　150円×150件×2ヶ月×1.1=49,500円
　流通決済事業者コード登録管理料　30,000円×1.1=33,000円
・委託料　計13,200円（14千円）
　CREPiCO口座振替受付端末入替機保守　12,000円×1台×1.1＝13,200円
・備品購入費　計137,500円（138千円）
　CREPiCO口座振替受付端末　125,000円×1台×1.1=137,500円
・負担金　計100,000円（100千円）
　日本マルチペイメントネットワーク推進協議会年会費　100,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.3

口座振替受付サービス端末機の
導入により、市税等の口座振替の
申込件数の目標を毎月150件とす
る。

ＨＰ R4補正（地）

50 R3 単 －

証明書コン
ビニ交付シ
ステム改修
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 3,751 3,751 3,751 - 

①証明書コンビニ交付システムの改修により取得可能な証明書
種別を追加することで、市民サービスの向上を図るとともに、マ
イナンバーカードの普及促進及び窓口の混雑緩和による新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大防止を図る。
②委託料
③
・旅費
　システム改修に伴う試験工程作業　1,273円×2(往復)×2人×
2回＝10,184円
・委託料
　コンビニ交付本籍地証明書追加業務委託　2,400,000円×1.1
＝2,640,000円
　コンビニ交付住民票マイナンバー記載選択機能追加業務委託
1,000,000円×1.1＝1,100,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
市民と職員の接触機会を減らすこ
とで、庁舎内におけるクラスター発
生数を０件にする。

ＨＰ、広報紙、マイナンバーカード
交付時の案内チラシ

R4当初（地）

51 R3 単 －
スマート窓
口システム
増設事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 4,788 4,788 4,788 - 

①新たな生活様式への対応及び新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止に資するため導入したスマート窓口システムを現
行の３窓口から５窓口に増設することにより、市民サービスの向
上を図るとともに、待合ブースの混雑緩和及び感染症の感染拡
大防止を目的とする。
②委託料、備品購入費
③・委託料
　スマート窓口システム保守委託　2,600,000円×1.1＝2,860,000
円
・備品購入費
　スマート窓口システム　1,752,000円×1台×1.1＝1,927,200円
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.3

市民等がスマートフォン、タブレッ
ト等から事前に案内手続きするス
マート窓口事前入力件数を年間
250件とする。

ＨＰ R4補正（地）

52 R3 単 －

後期高齢者
医療保険料
収納整備事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 8,589 8,589 8,589 - 

①後期高齢者医療保険料のコンビニ収納及びスマートフォン決
済を導入することにより、納付者の利便性を高めるとともに非対
面の納付を可能にすることにより新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止を図る。
②印刷製本費、委託料
③
・印刷製本費　計250,800円
　　再発行（オンライン用）　 78円×1,000通×1.1＝85,800円
　　決定通知書兼納付書　　90円×1,000通×1.1＝99,000円
　　督促状　　　　　　　　　　　 60円×1,000通×1.1＝66,000円
・委託料　8,338,000円
　　パッケージシステム導入費及びシステム対応費（コンビニ収
納・スマホ決済）
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.1
コンビニ及びスマートフォン決済に
よる収納割合の目標を8％とす
る。

ＨＰ R4補正（地）

53 R4 単 ○

子育て応援
臨時特別給
付金給付事
業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

238,348 238,348 238,348 - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を受けている子育て世帯
の生活を支援する取組の一つとして給付金を支給する。
②消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、手数料、委託料、交付金
③
・消耗品費　計30,000円（30千円）
　A4カラー用紙、ファイル、レタートレー等　30,000円
・印刷製本費　計103,675円（104千円）
　封筒代　7.25円×13,000枚×1.1＝103,675円
・通信運搬費　計1,938,000円（1,938千円）
　郵送費　84円×13,000通＝1,092,000円
　　　　　　　104円×4,500通＝468,000円
　　　　　　　84円×4,500通＝378,000円
・手数料　計1,635,700円（1,636千円）
　口座振込手数料　110円×14,870件＝1,635,700円
・委託料　計8,871,390円　(8,872千円)
　システム運用委託　6,000,000円×1.1＝6,600,000円
　封入封緘業務委託　1,200,000円×1.1＝1,320,000円
　事務作業派遣委託　1,860円×7.75時間×60日×1.1＝951,390円
・交付金(227,0000千円)
　対象者：0歳から18歳までの子どもを養育する保護者等
　対象者数：22,700人
　交付額：児童1人あたり10,000円
　10,000円×22,700人＝227,000,000円
④0歳から18歳までの子どもを養育する保護者

－ － ○ － R4.10 R5.3 当該給付金が対象となる保護者
の80％の交付をめざす。

ＨＰ、広報紙、対象者へ文書通知 R4補正（地）

54 R3 単 －

保育園入園
に係る手続
きガイドシス
テム導入事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 347 347 347 - 

①パソコンやスマホで入園の判定や入園に際しての必要書類等
が容易にわかる保育園入園手続き案内サービスを導入し、保護
者の入園申込手続きの簡素化及び職員の業務の効率化を図
り、保護者と職員の接触の機会を減らし、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大防止を図る。
②使用料
③
・使用料
　入園申込手続きガイドに係るシステム利用料　35,000円×9か
月×1.1＝346,500円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
保護者と職員の接触機会を減ら
すことで、庁舎内におけるクラス
ター発生数を０件にする。

ＨＰ R4補正（地）

55 R3 単 －

市民のヘル
スマネジメン
ト力向上事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 6,888 6,888 6,888 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響による自粛生活が継続した
ことにより、肥満者が新型コロナウイルス感染症の発生前より増
加している。生活習慣病の発症、重症化予防や介護予防のため
肥満や内臓脂肪などが測定できる体組成計を設置し、誰でも気
軽に測定できる環境を提供することで、自身の身体への興味関
心を高め、健康の自己管理能力の向上を図る。
②消耗品費、備品購入費
③
・消耗品費　合計49,126円（50千円）
　延長コード　950円×22個×1.1=22,990円
　データ記録用SDカード　1,080円×22個×1.1=26,136円
・備品購入費　合計6,837,600円（6,838千円）
　体組成計　260,000円×22台×1.1=6,292,000円
　交換用マット（10枚/1セット）　6,000円×10セット×1.1=66,000
円
　プリンタ用紙（4巻/1セット）　3,000円×50セット×1.1=165,000
円
　搬入・設置料　13,000円×22台×1.1=314,600円
④市役所朝日庁舎、保健相談センター健診室、市民活動支援
センター、金田地域交流センター、市民体育館、老人福祉セン
ター、市民総合福祉会館、市立公民館15館

－ － － － R4.10 R5.3
延べ利用人数：15,150人
・1日1施設あたり5人
・公民館146日、公民館以外120日

ＨＰ、広報紙 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

56 R4 単 ○

農林業者総
合緊急対策
支援金給付
事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 25,400 25,400 25,400 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰への対応するため、市
内農林業者に支援金を交付し、事業の継続を支援する。
②交付金
③
・交付金　計25,400,000円
　令和3年申告書により、農林業収入が70万円以上140万円未
満の農林業者（355経営体）　5万円
　令和3年申告書により、農林業収入が140万円以上の農林業
者（356経営体）　10万円

　104経営体×50,000円＝5,200,000円
　202経営体×100,000円＝20,200,000円
④農林業者

－ － ○ － R4.10 R5.3 当該交付金が対象となる農林業
者の80％の交付をめざす。

ＨＰ、広報紙 R4補正（地）

57 R3 単 ○

漁業者総合
緊急対策支
援金給付事
業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 5,500 5,500 5,500 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰への対応するため、市
内漁業者に支援金を交付し、事業の継続を支援する。
②交付金
③
・交付金　合計5,500,000円
　3トン未満の漁船を保有する漁業者　5万円（のり養殖業者40
隻、漁船漁業者30隻）
　3トン以上の漁船を保有する漁業者　10万円（漁船漁業者25
隻）

　60隻（3トン未満）×50,000円＝3,000,000円
　25隻（3トン以上）×100,000円＝2,500,000円
④のり養殖業者、漁船漁業者

－ － ○ － R4.10 R5.3
当該交付金が対象となるのり養殖
業者及び漁船漁業者の80％の交
付をめざす。

ＨＰ、広報紙 R4補正（地）

58 R4 単 ○

事業用車両
燃油価格高
騰対策支援
金給付事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 42,135 42,135 42,135 - 

①コロナ禍により長期化する燃油（ガソリン及び軽油）価格の高騰を受け、
事業用車両を使用する事業者に対し、事業の継続を支援するため支援金を
給付する。
②消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、委託料、交付金
③
・消耗品費　計50,000円（50千円）
　糊、ファイル等　50,000円
・印刷製本費　計30,000円（30千円）
　封筒印刷費（長３・角２　各1,000部）　30,000円
・通信運搬費　計159,920円（160千円）
　商業団体・市政協力員等　105,000円
　決定通知発送　25,000円
　固定電話架設費用　29,920円
・手数料　計20,680円（21千円）
　固定電話撤去費用　20,680円
・委託料　計1,873,968円（1,874千円）
　審査・相談受付スタッフ派遣業務委託
　10月実績：209,008円、11月実績：453,024円、12月見込：441,408円
　1月見込：468,512円、2月見込：302,016円
・交付金　40,000,000円（40,000千円）
　対象事業用車両数（軽自動車除く）　計740台
　対象事業用車両数（軽自動車）　　　 計150台
　交付金の額　1台5万円（軽自動車は1台2万円）
　事業費　740台×5万円＋150台×2万円＝40,000千円
④市内の事業用車両を有する事業者

－ － － － R4.10 R5.3 当該交付金が対象となる事業者
の80％の交付をめざす。

ＨＰ、広報紙、商業団体への通知、
自治会回覧

R4補正（地）

59 R3 単 －

救急救助資
機材（救急
用品）購入
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 13,700 13,700 13,700 - 

①新型コロナウイルス感染症の予防及び感染拡大防止をするために必要な
資機材を購入する。
②備品購入費・消耗品費　計13,699,708円
　ニトリル手袋（100枚/箱）　950円×460箱×1.1＝480,700円
　ストレッチャーカバー（50枚/箱）　9,000円×10箱×1.1＝99,000円
　リユースタイプ感染防止衣 （上下セット）　37,600円×195着×1.1＝
8,065,200円
　アイソレーターフィルター（両ねじ・片ねじタイプ）各100個　1,287,000円
　手指消毒剤（5L/本）　12,000円×20本×1.1＝264,000円
　感染防止衣（マックスガード）　1,670円×900着×1.1＝1,653,300円
　シリコンヘッドハーネス（5枚/組）　11,700円×10組×1.1＝128,700円
　Air-softディスポマスク（3個/組）　4,320円×40組×1.1＝190,080円
　回路用人工鼻フィルタ（25個/箱）　17,500円×18箱×1.1＝346,500円
　ロールワイパー用バケツ（4個/箱）　10,000円×3箱×1.1＝33,000円
　ロールワイパー用ロール（12個/箱）　26,000円×8箱×1.1＝228,800円
　消毒用アルコール　350円×500本×1.1＝192,500円
　使い捨て担架（50枚/ケース）　85,000円×2ケース×1.1＝187,000円
　リユースタイプ感染防止衣（S2着、M3着、L2着）　37,600円×7着×1.1＝
　289,520円
　感染防止衣（上衣）　840円×100着×1.1＝92,400円
　感染防止衣（下衣）　560円×263着×1.1＝162,008円
④消防署（本署、富来田分署、金田分署、波岡分署、清川分署、高柳出張
所）

－ － － － R4.10 R5.3

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策を徹底し、各消防署内に
おけるクラスター発生数を０件に
する。

ＨＰ R4補正（地）

60 R3 単 －

消防署金田
分署救急資
機材庫設置
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,300 1,300 1,300 - 

①新型コロナウイルス感染症に係る救急用品を保管するための
資機材庫を設置することで、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大時における対応能力の強化を図る。
　(１)　建物延床面積　8.16㎡
　(２)　保管資機材
　　・ニトリル手袋　460箱
　　・ストレッチャーカバー　10箱
　　・リユースタイプ感染防止衣上下　195着
　　・アイソレーターフィルター　200個
　　・消毒用アルコール(80Ｌ)　160本
　　・使い捨てマスク(３個一組)　40組
　　・ロールワイパー用バケツ　3箱
　　・ロールワイパー用ロール　10箱
　　・使い捨て担架　２ケース
②工事請負費
③
・工事請負費
　救急資機材庫設置工事　1,299,100円
④消防署（金田分署）

－ － － － R4.10 R4.12

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大時における対応能力の強化
を図り、救急業務における隊員の
感染件数を０件にする。

ＨＰ R4補正（地）

61 R3 単 －
救急救助資
機材購入事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 3,234 3,234 3,234 - 

①傷病や心肺停止状態の新型コロナウイルス感染者との接触
を極力減らし、早期の病院搬送につなげることで隊員の負担軽
減や感染リスクの軽減を図るとともに、搬送途上の対応が可能
になるほか、正確な心肺蘇生が可能となり、救命率の向上や市
民の安心・安全に繋がる。
②備品購入費
③
・備品購入費　合計3,233,747円
　可搬型吸引器　223,240円×1器×1.1＝245,564円
　自動心臓マッサージ器　2,540,050円×1器×1.1＝2,794,055円
　AEDトレーナー　86,240円×1器×1.1＝94,864円
　デジタル血圧計　15,040円×6器×1.1＝99,264円
④消防署

－ － － － R4.6 R4.12

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策を徹底し、各消防署内に
おけるクラスター発生数を０件に
する。

ＨＰ R4当初（地）

62 R3 単 －

救急救助資
機材（搬送
用具）購入
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 8,858 8,858 8,858 - 

①傷病や心肺停止状態の新型コロナウイルス感染者との接触
を極力減らし、早期の病院搬送につなげることで隊員の負担軽
減や感染リスクの軽減を図るとともに、搬送途上の対応が可能
になるほか、正確な心肺蘇生が可能となり、救命率の向上や市
民の安心・安全に繋がる。
②備品購入費
③
・備品購入費　合計8,857,200円
　自動心臓マッサージ器　2器（本署、波岡）　2,589,800円×2器
×1.1＝5,697,560円
　抗菌性EMSボード　2枚（本署、波岡）　76,000円×2枚×1.1＝
167,200円
　ポータブルスプラッシュシールド　6セット（本署2セット、波岡、
金田、富来田、清川各1セット）　52,000円×6セット×1.1＝
343,200円
　静脈可視化装置　2器（本署、波岡）　1,204,200円×2器×1.1
＝2,649,240円
④消防署（本署、波岡分署、金田分署、富来田分署）

－ － － － R4.9 R5.3

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止対策を徹底し、各消防署内に
おけるクラスター発生数を０件に
する。

ＨＰ R4補正（地）

63 R3 単 －
学校給食費
収納整備事
業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 2,800 2,800 2,800 - 

①学校給食費のコンビニ収納及びスマートフォン決済を導入す
ることにより、保護者の利便性を高めるとともに非対面の納付を
可能にすることにより新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止を図る。
②委託料
③
・委託料
　学校給食費管理システム改修業務委託　2,545,000円×1.1＝
2,799,500円
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.3
保護者が納付書で支払う学校給
食費の全件の利用を見込む
令和３年度実績：3,729件

ＨＰ R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

64 R3 単 －

オンライン申
請システム
等操作端末
導入事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 3,979 3,979 3,979 - 

①公民館、市民活動支援センター、金田地域交流センターにお
いて、オンライン申請システムや公共施設予約システムにアクセ
スできるタブレット端末を設置し、ウィズコロナに求められる「新
しい生活様式」に対応するためデジタルデバイド対策を行い、市
民サービスの向上を図る。
②備品購入費
③
・備品購入費
　ノートパソコン（保証、ウイルス対策等を含む）17台、A4プリンタ
17台、マルチタッチ対応ディスプレイ17台、ディスプレイ周辺機器
17式、PC設定作業１式　3,617,100円×1.1＝3,978,810円
④市立公民館15館、市民活動支援センター、金田地域交流セン
ター

－ － － － R4.10 R5.3

オンライン申請システムや公共施
設予約システムにアクセスできる
タブレット端末を17施設に設置し、
施設利用者にオンライン申請に慣
れてもらいつつ、次回申請すると
きは自らのスマートフォン等でアク
セスしてもらうようデジタルデバイ
ド対策を図ることを目標とする。

ＨＰ、広報紙 R4補正（地）

65 R3 単 －
ワーケーショ
ン環境整備
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 58,000 58,000 58,000 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により、新しい旅のスタイル
として注目を集めているワーケーションへの需要の高まりを踏ま
え、トレーラーハウス型宿泊施設を設置し、本市におけるワー
ケーションの受入拠点の整備を図る。
②補助金
③
・ワーケーション環境整備事業補助金　計58,000,000円
　宿泊用トレーラーハウス（ウッドデッキ付属）3台設置費及び受
付・ビジターセンター用トレーラーハウス1台設置費　40,038,000
円
　関連什器・備品購入費　2,546,000円
　トレーラーハウス廻りインフラ設備工事費（給排水設備、浄化
槽、受水槽、電気、インターネット環境、防犯機器設置工事、設
置場所の転圧）　15,301,000円
　トレーラーハウス防犯対策費　115,000円
④木更津市観光協会

－ ○ － － R4.9 R5.3 令和５年度のおける施設利用者
数の目標を1,000人とする。

ＨＰ、ＳＮＳ
https://www.city.kisar
azu.lg.jp/shisei/keikak
u/1008756.html

R4補正（地）

66 R4 単 ○
児童養護施
設支援金給
付事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

300 300 300 - 

①コロナ禍において、電力・ガス・食料品等の価格高騰に直面し
ている民間児童養護施設に支援金を交付し、事業の継続を支
援する。
②交付金
③
・交付金（対象施設：児童養護施設）
　20名以上100名未満の施設　300,000円×1施設＝300,000円
④市内児童養護施設（野の花の家）

－ － － － R4.11 R5.3
市内児童養護施設（1施設）に支
援金を交付し、児童養護施設の事
業継続及び運営維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ直接連絡 R4補正（地）

67 R4 単 ○

幼稚園・保
育施設等支
援金給付事
業（１１月補
正分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 19,900 19,900 19,900 - 

①コロナ禍において、電力・ガス・食料品等の価格高騰に直面し
ている幼稚園、保育施設等に支援金を交付し、事業の継続を支
援する。
②通信運搬費、交付金
③
・交付金（対象施設：認可保育施設、認定こども園、認可外保育
施設、幼稚園、学童施設）計19,900,000円
　定員100名以上の施設　500,000円×19件＝9,500,000円
　定員20名以上100名未満の施設　300,000円×13件＝
3,900,000円
　定員20名未満の施設　100,000円×15件＝1,500,000円
　学童施設　100,000円×50件＝5,000,000円
④市内の保育施設、幼稚園及び学童施設（公立施設は除く）

－ － － － R4.11 R5.3
市内保育等施設（97施設）に支援
金を交付し、保育施設の事業継続
及び運営維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ文書通知 R4補正（地）

68 R4 単 ○
医療機関等
支援金給付
事業費

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

51,250 51,250 51,250 - 

①コロナ禍において、電力・ガス・食料品等の価格高騰に直面し
ている医療機関等に支援金を交付し、事業の継続を支援すると
ともに地域医療提供体制の維持を図る。
②消耗品費、通信運搬費、交付金
③
・消耗品費
　タックシール等　10,000円
・通信運搬費　計39,312円
　案内送付　84円×234通＝19,656円
　その他通知用　84円×234通＝19,656円
・交付金　計51,200,000円
　病床数20床以上の医療機関　1,200,000円×10件＝12,000,000
円
　病床数20床未満の医療機関　600,000円×6件＝3,600,000円
　病床なし　200,000円×138件＝27,600,000円
　薬局・助産院　100,000円×80件＝8,000,000円
④市内の医療機関、薬局及び助産院

－ － － － R4.11 R5.3
市内医療機関等（234医療機関）
に支援金を交付し、医療機関等の
事業継続及び運営維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ文書通知 R4補正（地）

69 R3 単 ○

障害福祉
サービス事
業所支援金
給付事業（１
１月補正分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 5,864 5,864 5,864 - 

①コロナ禍において、電力・ガス・食料品等の価格高騰に直面し
ている障害福祉サービス事業所を運営する事業者に支援金を
交付し、事業の継続を支援する。
②通信運搬費、交付金
③
・通信運搬費　計13,356円
　案内送付　84円×85通＝7,140円
　返信用　84円×74通＝6,216円
・交付金　計5,850,000円
　入所支援施設　200,000円×7件＝1,400,000円
　グループホーム　100,000円×22件＝2,200,000円
　通所施設　50,000円×37件＝1,850,000円
　相談支援事業所　50,000円×8件＝400,000円
④市内障害福祉サービス事業所

－ － － － R4.11 R5.3

市内障害福祉サービス事業所（80
事業所）に支援金を交付し、障害
福祉サービス事業所の事業継続
及び運営維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ文書通知 R4補正（地）

70 R4 単 ○

介護サービ
ス事業所支
援金給付事
業（１１月補
正分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 15,819 15,819 15,819 - 

①コロナ禍において、電力・ガス・食料品等の価格高騰に直面し
ている介護サービス事業所支援を運営する事業者に支援金を
交付し、事業の継続を支援する。
②通信運搬費、交付金
③
・通信運搬費
　案内送付及び　84円×219通＝18,396円
・交付金　計15,800,000円
　定員80名以上の施設　300,000円×8件＝2,400,000円
　定員30名以上79名以下の施設　200,000円×2件＝400,000円
　定員29名以下の施設等　100,000円×56件＝5,600,000円
　上記以外の介護サービス事業所　50,000円×148件＝
7,400,000円
④市内介護サービス事業所

－ － － － R4.11 R5.3

市内介護サービス事業所（227事
業所）に支援金を交付し、介護
サービス事業所の事業継続及び
運営維持を図る。

ＨＰ、対象事業者へ文書通知 R4補正（地）

71 R4 単 ○
指定燃やせ
るごみ袋無
償提供事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 79,193 79,193 79,193 - 

①コロナ禍において、物価高騰の影響を受けた家計への支援と
して、全市民に指定燃やせるごみ袋を配布する。
②消耗品費、通信運搬費、手数料、委託料、使用料
③・消耗品費　計82,170円
　コピー用紙（2,500枚/箱）1,560円×28箱×1.1＝48,048円
　パイプ式ファイル（30冊/1セット）15,510円×2セット×1.1＝
34,122円
・通信運搬費　計5,843,870円
　引換券郵送料　84円×68,700世帯＝5,770,800円
　ごみ袋取扱店通知文書郵送料　84円×200店×2回＝33,600
円
　固定電話架設費用　19,470円
　固定電話通話料　5,000円×4か月＝20,000円
・手数料　計65,760,000円
　一般廃棄物処理手数料　45円×1,370,000円＝61,650,000円
　ごみ袋取扱店手数料　3円×1,370,000枚＝4,110,000円
・委託料　計7,482,000円
　封入封緘業務　30円×68,700世帯＝2,061,000円
　印刷業務一式　900,000円
　電話対応・管理事務業務　1,850円/時間×7.5時間/日×80日
×2人×1.1＝2,442,000円
　システム導入及び運用委託　1,890,000円×1.1＝2,079,000円
・使用料　計24,000円
　電話使用料 3,000円×4か月×2回線＝24,000円
④全市民

－ － － － R4.11 R5.3

新型コロナウイルス感染症により
物価高騰の影響を受けた家計へ
の支援のため、全市民に指定燃
やせるごみ袋を配布し、配布率
90％以上を目標とする。

ＨＰ、広報紙、対象事業者へ文書
通知

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

72 R3 単 ○
小学校・中
学校給食費
無償化事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 17,300 8,891 8,891 8,409 

①コロナ禍において、電力・ガス・食料品等の物価高騰に直面し
ている子育て世帯を支援するため、３人以上の子を扶養する世
帯において、被扶養者である子のうち年齢が上から数えて３番
目以降の子の学校給食費を無償化する。
②賄材料費　計16,818,750円（16,819千円）
③千葉県が実施する第３子以降給食無償化事業　※県1/2、市
1/2
・賄材料費
　小学校　給食費単価265円×実食日数50日分×対象者数895
人＝11,858,750円
　中学校　給食費単価320円×実食日数50日分×対象者数310
人＝4,960,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計 16,818,750円
　県負担額：8,409,000円
　市負担額：8,409,750円
・消耗品費　計16,500円
　宛名ラベル（100シート/セット）　3,000円×5セット×1.1＝
16,500円
・印刷製本費　計57,750円
　発送用封筒　7.5円×7,000枚×1.1＝57,750円
・通信運搬費　計406,560円
　文書郵送料　84円×1,210人×4回＝406,560円
④市立小学校18校、市立中学校12校、児童生徒の保護者（教
職員等は除く）

－ － ○ － R5.1 R5.3

３人以上の子を扶養する世帯にお
いて、被扶養者である子のうち年
齢が上から数えて３番目以降の子
の学校給食費を無償化する。
・小学生895人
・中学生310人

ＨＰ、対象者へ文書通知 R4補正（地）

73 R4 単 ○
生活者物価
高騰対策支
援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 24,583 24,583 24,583 - 

①コロナ禍において、電力・ガス・食料品等の物価高騰に直面し
ている市民の生活を支援するため、市内で使用できる電子地域
通貨「アクアコイン」を活用し、アクアコインの利用金額に対して
20％をポイントとして還元する。
②委託料
③
・委託料　計24,583,000円
　①ポイント財源
　　1,500,000円（1日の平均利用見込額）×20％（ポイント付与
率）×80日＝24,000,000円
　②広報費
　　530,000円（チラシ等作成費）
　③消費税（②の合計額の10％　※①は非課税）
　　530,000円×10％＝53,000円
④市民、君津信用組合

－ － － － R4.11 R5.3
電子地域通貨「アクアコイン」の利
用による還元ポイントを2,400万円
分とする。

ＨＰ、広報紙、チラシ R4補正（地）

74 R3 補 －
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 32,950 10,984 10,984 10,983 10,983 

①延長保育事業、放課後児童健全育成事業、地域子育て支援
拠点事業、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支
援事業（ファミリー・サポート・センター事業）を実施する事業所に
おいて、園児、児童、職員等の安全や安心に寄与するため、新
型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係るかかりまし経
費、消耗品・備品の購入に係る費用の支援を行う。
②交付金
③
・交付金　32,950,000円
④延長保育事業、放課後児童健全育成事業、地域子育て支援
拠点事業、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支
援事業（ファミリー・サポート・センター事業）を実施する事業所

－ － － － R4.12 R5.3

子ども・子育て支援事業を実施し
ている事業所（105事業所）に対し
て交付金を交付することで、事業
継続及び運営維持を図る。

ＨＰ R3補正（国）

75 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 15,400 7,700 7,700 7,700 -

①保育所、幼保連携型認定こども園、認可外保育施設におい
て、園児や職員の安全や安心に寄与するため、新型コロナウイ
ルス感染症の感染防止対策に係るかかりまし経費、消耗品・備
品の購入に係る費用の支援を行う。
②補助金
③
・補助金　15,400,000円
④保育所、幼保連携型認定こども園、認可外保育施設

－ － － － R4.12 R5.3
保育施設（37施設）に対し補助金
を交付することで、事業継続及び
運営維持を図る。

ＨＰ R3補正（国）

76 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 4,973 1,658 1,658 3,315 -

①民営保育所が業務のＩＣＴ化による保育士等の業務負担の軽
減及び新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図るため、
保育業務システムを導入する場合において、システム導入にか
かる経費を助成することで、システムの導入を促進し、働きやす
い環境を整備する。
②補助金
③
・補助金　4,973,000円
④民営保育所、幼保連携型認定こども園、認可外保育施設

－ － － － R4.12 R5.3

保育施設（6施設）に対し補助金を
交付することで、業務をＩＣＴ化する
システム導入を支援し、保育士等
の業務負担の軽減を図る。

ＨＰ R3補正（国）

77 R3 補 ○
妊娠出産子
育て支援交
付金

厚生労働省 通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 134,776 22,118 22,118 90,542 22,116 

①妊娠から出産、子育てまで一貫した伴走型相談支援の充実を図るととも
に、妊娠・出産時における関連用品の購入費助成や産前・産後ケア・一時預
かり・家事支援サービス等の利用負担軽減を図る経済的支援を一体として
実施する事業を創設し、コロナ禍において妊産婦や子育て家庭が安心して
出産・子育てができるように支援する。
②消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、手数料、委託料、交付金
③
・消耗品費　計12,118円（13千円）
　カラーペーパー6冊、宛名ラベル1冊、チューブファイル3冊　12,118円
・印刷製本費　計157,850円（158千円）
　窓あき封筒　4,000枚×21円×1.1＝92,400円
　受取人払い封筒　3,000枚×13.5円×1.1＝44,550円
　封筒　2,000枚×9.5円×1.1＝20,900円
・通信運搬費　計580,740円（581千円）
　アンケート及び通知発送　120円×1,465件＝175,800円
　決定通知発送　84円×1,785件＝149,940円
　アンケート回収及び申請受理　120円×2,125人＝255,000円
・手数料　計196,350円（197千円）
　口座振込手数料　110円×1,785件＝196,350円
・委託料　2,076,800円（2,077千円）
　出産子育て応援交付金対応システム構築のための改修費　1,888,000円×
1.1＝2,076,800円
・交付金　131,750,000円（131,750千円）
　出産応援ギフト　50,000円×1,615人＝80,750,000円
　子育て応援ギフト　50,000円×1,020人＝51,000,000円
④妊婦、産婦、乳児の養育者

－ － － － R5.2 R5.3

妊産婦1,615人及び乳児の養育者
1,020人に対し、出産・子育て応援
ギフトを交付し、伴走型支援及び
経済的支援の充実を図る。

ＨＰ、広報紙、対象者へ文書通知 R4補正（国）


